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１．国民の皆様へ 

   日本年金機構（以下「機構」という。）は、公的年金業務の適正な運営

とお客様の信頼の確保を図るため、社会保険庁を廃止し、公的年金業務の

運営を行う組織として平成２２年１月１日に設立された公法人です。 

   機構は、日本年金機構法（平成１９年法律第１０９号）に基づき、国（厚

生労働大臣）から委任・委託を受け、公的年金に係る一連の運営業務（適

用・徴収・記録管理・相談・年金給付などに関する事務）を担っており、

お客様からの意見を反映しつつ、提供するサービスの質の向上を図るとと

もに、業務運営の効率化並びに業務運営における公正性及び透明性の確保

に努めることを理念として、業務に当たっています。 

   機構が行うべき業務については、厚生労働大臣が定め、機構に指示した、

中期目標(平成２２年１月１日から２６年３月３１日までの４年３か月間

において機構が達成すべき業務運営に関する目標)に基づき、中期計画を

策定しており、平成２１年度においては、中期計画に基づき策定した平成

２２年１月１日から３月３１日までの年度計画に基づき実施しました。 

      機構は、国庫又は保険料を財源とする運営費交付金を運営経費の財源と

していますが、平成２１年度の事業活動の結果は、当期総利益（交付金な

どの経常収益から業務経費、一般管理費などの経常費用を差し引いた金額）

が２１４億７０百万円となりました。これは、当初見込んだ事業の実施時

期や業務量の見直し等によるもの１４０億７１百万円、入札の実施による

調達コストの低減等が図られたことによるもの４６億１９百万円、職員欠

員等による人件費の減によるもの１５億３１百万円等であります。 

 

２．基本情報 

（１）機構の概要 

  ① 機構の目的 

     機構は、日本年金機構法に定める業務運営の基本理念に従い、厚生

労働大臣と密接な連携を図りながら、政府が管掌する厚生年金保険事

業及び国民年金事業に関し、厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１

５号）及び国民年金法（昭和３４年法律１４１号）の規定に基づく業

務等を行うことにより、政府管掌年金事業の適正な運営並びに厚生年

金保険制度及び国民年金制度に対する国民の信頼の確保を図り、もっ

て国民生活の安定に寄与することを目的としています。（日本年金機構

法第１条） 
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② 業務内容 

     機構は、日本年金機構法第一条の目的を達成するため国（厚生労働

大臣）から委任・委託を受け、公的年金に係る一連の運営業務（適用・

徴収・記録管理・相談・年金給付などに関する事務）を担います。 

      

  ③ 沿革 

     平成１９年７月 日本年金機構法（平成１９年法律第１０９号）公 

 布 

     平成２２年１月 日本年金機構設立 

  ④ 設立根拠法 

     日本年金機構法（平成１９年法律第１０９号） 

  ⑤ 主務大臣 

厚生労働大臣（厚生労働省年金局事業企画課） 
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⑥ 組織図 

年金記録課

お客様相談室

監事 監事室

≪年金事務所（全国３１２か所）≫
（標準的な組織）

年金事務所 厚生年金適用調査課

厚生年金徴収課

国民年金課

ブロック本部 管理部

相談・給付支援部
北海道、東北、北関東・信越、南関東
中部、近畿、中国、四国、九州 適用・徴収支援部

事務センター（都道府県単位）

記録管理部

障害年金業務部

支払部

業務渉外部

監査部

≪ブロック本部（全国９か所）≫
（標準的な組織）

システム部門 システム統括部

システム企画部

システム開発部

システム運用部

全国一括業務部門 業務管理部

記録問題対策部

事業管理部門 品質管理部

国民年金部

理事長 厚生年金保険部

年金給付部

調達部

会計部

事業企画部門 事業企画部

サービス推進部

年金相談部

総務部

人事・会計部門 人事管理部

研修部

労務管理部

財務部

組織図
（Ｈ22.6.1現在）

≪本部≫

統括管理部門 経営企画部

広報室

リスク・コンプライアンス部
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（２）本部及びブロック本部の住所 

    

    本部 

東京都杉並区高井戸西３－５－２４ 

 

北海道ブロック本部 

    北海道札幌市白石区東札幌３条１－１ ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝｹﾞｰﾄｳｪｲﾋﾞﾙ６Ｆ 

    

   東北ブロック本部 

    宮城県仙台市青葉区花京院１－１－２０ 花京院ｽｸｴｱ１１Ｆ 

 

   北関東・信越ブロック本部 

    埼玉県さいたま市浦和区北浦和５－５－１ 

 

   南関東ブロック本部 

    東京都新宿区大久保２－１２－１ 

 

   中部ブロック本部 

    愛知県名古屋市中区錦３－２０－２７ 御幸ﾋﾞﾙ８Ｆ 

 

   近畿ブロック本部 

    大阪府大阪市中央区備後町２－６－８ ｻﾝﾗｲｽﾞﾋﾞﾙ１０Ｆ・１１Ｆ 

 

   中国ブロック本部 

    広島県広島市中区中島町３－２５ ﾆｯｾｲ平和公園ﾋﾞﾙ５Ｆ・６Ｆ 

 

   四国ブロック本部 

    高知県高松市寿町２－１－１ 高松第一生命ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ新館２Ｆ 

 

   九州ブロック本部 

    福岡県福岡市博多区博多駅前１－５－１ ｶｰﾆｰﾌﾟﾚｲｽ博多２F 
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（３）資本金の状況 

 （単位：百万円） 

区 分 期首残高 当期増加額 当期減尐額 期末残高 

政府出資金 103,112 ‐ ‐ 103,112 

資本合計額 103,112 ‐  ‐  103,112 

 

（４）役員の状況 

            （平成２２年３月３１日現在） 

役 職 氏 名 任期 主 な 経 歴 

理事長 紀陸  孝 平成２２年１月１日 

～ 

平成２３年１２月３１日 

社団法人日本経済団体連合会 専務理事 

東京経営者協会 専務理事 

副理事長 薄井 康紀 平成２２年１月１日 

～ 

平成２３年１２月３１日 

厚生労働省政策統括官（社会保障担当） 

社会保険庁総務部長（日本年金機構設立準備事務局長） 

（役員出向） 

理事 

（人事・会計部門担当） 

坂巻 謙一 平成２２年１月１日 

～ 

平成２３年１２月３１日 

株式会社千葉銀行 審査二部部長 

ちばぎんアカウンティングサービス株式会社 常務取締役 

理事 

（事業企画部門担当） 

矢﨑  剛 平成２２年１月１日 

～ 

平成２３年１２月３１日 

厚生労働省大臣官房会計課長 

社会保険庁東京社会保険事務局長 

（役員出向） 

理事 

（事業管理部門担当） 

石塚  栄 

 

 

平成２２年１月１日 

～ 

平成２３年１２月３１日 

厚生労働省関東信越厚生局健康福祉部長 

社会保険庁社会保険大学校長（日本年金機構設立準備事務局副事務局長）  

（役員出向） 

理事 

（システム部門担当） 

喜入  博 

 

 

 

平成２２年１月１日 

～ 

平成２３年１２月３１日 

日本ユニシス株式会社 監査室長 

ＫＰＭＧビジネスアシュアランス株式会社 顧問 

金融庁ＣＩＯ補佐官 

総務省行政管理局 技術顧問 

理事 

（全国一括業務部門担当）  

 

中野  寛 

 

 

平成２２年１月１日 

～ 

平成２３年１２月３１日 

社会保険庁総務部総務課長 

社会保険庁社会保険業務センター所長 

（役員出向） 

理事 

（南関東ブロック本部担当） 

 

十菱  龍 

 

平成２２年１月１日 

～ 

平成２３年１２月３１日 

年金積立金管理運用独立行政法人 理事 

厚生労働省東北厚生局長 

（役員出向） 
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理事 

（近畿ブロック本部担当）  

藤田  厚 平成２２年１月１日 

～ 

平成２３年１２月３１日 

株式会社日立製作所 産業機器営業本部 販売企画部長 

日本コロムビア株式会社 理事 情報システム営業本部長 

松田産業株式会社（現：松田・南信株式会社）常務取締役 

理事 

（非常勤） 

青山  周 平成２２年１月１日 

～ 

平成２３年１２月３１日 

弁護士 青山法律事務所（現職） 

理事 

（非常勤） 

磯村 元史 平成２２年１月１日 

～ 

平成２３年１２月３１日 

東洋信託銀行株式会社 代表取締役副社長 

洋伸不動産株式会社 代表取締役社長 

函館大学 客員教授（現職） 

理事 

（非常勤） 

加藤 丈夫 平成２２年１月１日 

～ 

平成２３年１２月３１日 

富士電機株式会社 取締役会長 

厚生年金基金連合会（現：企業年金連合会）理事長 

富士電機ホールディングス株式会社 特別顧問（現職） 

理事 

（非常勤） 

三木 雄信 平成２２年１月１日 

～ 

平成２３年１２月３１日 

ソフトバンク株式会社 社長室長 

ジャパン・フラッグシップ・プロジェクト株式会社 代表取締役社長（現職）  

監事 小林 利治 平成２２年１月１日 

～ 

平成２３年１２月３１日 

株式会社東芝 執行役常務（法務部長） 

同社 取締役（監査委員会委員） 

監事 

（非常勤） 

水嶋 利夫 平成２２年１月１日 

～ 

平成２３年１２月３１日 

公認会計士（現職） 

新日本有限責任監査法人 理事長 

常陽銀行 社外監査役（現職） 

 

 

（５）常勤職員の状況 

平成２１年度末における正規職員、准職員は１１，７７６人、有期雇

用契約職員８，０２２人となっています。このうち国等からの出向者は

１４６人、民間からの出向者は２人です。平均年齢は４３．６歳となっ

ています。 
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３．簡潔に要約された財務諸表 

（１）貸借対照表 

（単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

流動資産 

現金及び預金 

前払費用 

その他 

 

固定資産 

 有形固定資産 

 無形固定資産 

 投資その他の資産 

４６，５８３ 

４５，７９１ 

６４３ 

１４９ 

 

１０４，１１１ 

１０１，８７０ 

１，５９８ 

６４３ 

流動負債 

 未払金 

 リース債務 

 保険料等預り金 

 その他 

固定負債 

長期リース債務 

資産見返運営費交付金 

２６，２４０ 

１８，７２１ 

５６１ 

４，５９７ 

２，３６０ 

３５２ 

３３５ 

１６ 

負債合計 ２６，５９１ 

純資産の部 金額 

資本金 

政府出資金 

資本剰余金 

利益剰余金 

１０３，１１２ 

 １０３，１１２ 

△４７９ 

２１，４７０ 

純資産合計 １２４，１０３ 

資産合計 １５０，６９４ 負債純資産合計 １５０，６９４ 
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（２）損益計算書 

（単位：百万円） 

科  目 金額 

経常費用(A) ５３，４２３ 

業務経費 

 人件費 

 減価償却費 

 通信費 

 業務委託費 

 その他 

一般管理費 

 人件費 

 減価償却費 

 その他 

財務費用  

４８，９０２ 

１９，８１２ 

１３９ 

８，４２１ 

１５，５４９ 

４，９８１ 

４，５１６ 

２，１７１ 

１４ 

２，３３１ 

５ 

経常収益(B) ７４，８９３ 

 運営費交付金収益 

 その他 

７４，７８５ 

１０８ 

当期総利益(B-A) ２１，４７０ 

 

 

（３）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円） 

項  目 金額 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 

   人件費支出 

   運営費交付金収入 

   その他収入・支出 

４１，２４７ 

△１７，７４８ 

７４，８０５ 

△１５，８１０ 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー(B) △４ 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー(C) △４９ 

Ⅳ 資金増加額（D=A+B+C) ４１，１９４ 

Ⅴ 資金期首残高(E) ‐ 

Ⅵ 資金期末残高(F=D+E) ４１，１９４ 
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（４）行政サービス実施コスト計算書 

（単位：百万円） 

 金額 

Ⅰ 業務費用 ５３，３１５ 

   損益計算書上の費用 

   （控除）自己収入等 

５３，４２３ 

△１０８ 

（その他の行政サービス実施コスト）  

Ⅱ 損益外減価償却相当額 ４８２ 

Ⅲ 引当外賞与見積額 ３，７７６ 

Ⅳ 引当外退職給付増加見積額 △６８６ 

Ⅴ 機会費用 ４４３ 

Ⅵ 行政サービス実施コスト ５７，３３１ 

 

（５）財務諸表の科目の説明（主なもの） 

① 貸借対照表 

     現金及び預金：現金、預金 

     前 払 費 用：当期支払の土地建物借料等で翌期費用化するもの 

有形固定資産：土地、建物、工具器具備品など長期にわたって使用

または利用する有形の固定資産 

     無形固定資産：ソフトウェア等 

     投資その他の資産：長期前払費用（当期支払の土地建物借料等で翌々期

以降費用化するもの）、および敷金保証金 

     未 払 金：当期発生した人件費、業務費のうち翌期支払のもの 

        リース債 務：ファイナンス・リースにかかる債務のうち、翌期支

払いのもの 

        保険料等預り金：年金保険料預り分で国庫へ納付するもの 

     長期リース債務：ファイナンス・リースにかかる債務のうち、翌々期

以降支払のもの 

     政府出資 金：国からの出資金であり、機構の財産的基礎を構成す

るもの 

     資本剰余 金：損益外減価償却累計額（国からの現物出資された固

定資産に係る減価償却累計額）等 

     利益剰余 金：機構の業務に関連して発生した剰余金の累計額 
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② 損益計算書 

     業 務 経 費：機構業務に要した費用 

人  件  費：給与、賞与及び法定福利費等、機構の職員等に要す 

る経費 

減価償却 費：業務に要する固定資産の取得原価をその耐用年数に 

            わたって費用として配分する経費 

     通 信 費：郵便及び電話等に要する経費 

     業務委託 費：業務に要する運営委託経費 

     財 務 費 用：ファイナンス・リースに係る支払利息 

     運営費交付金収益：国からの運営費交付金のうち、当期の収益として認

識した収益 

 

③ キャッシュ・フロー計算書 

     業務活動によるキャッシュ・フロー：機構の業務の実施に係る資金

の状態を表し、運営費交付金収入、人件費支出等が該

当 

     投資活動によるキャッシュ・フロー：将来に向けた運営基盤の確立

のために行われる投資活動に係る資金の状態を表し、

固定資産の取得・売却等による収入・支出が該当 

     財務活動によるキャッシュ・フロー：ファイナンス・リースに係る 

リース債務の返済が該当 

  

④ 行政サービス実施コスト計算書 

     業 務 費 用：機構が実施する行政サービスコストのうち、機構の

損益計算書に計上される費用 

損益外減価償却相当額: 国から現物出資された固定資産に係る減価償却費相

当額（損益計算書には計上しておりませんが、累計

額は貸借対照表に記載しています。） 

     引当外賞与見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明ら  

かな場合の賞与引当金見積額（損益計算書には計上 

しておりませんが、仮に引き当てた場合に計上した

であろう賞与引当金見積額を貸借対照表に注記して

います。） 

     引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが

明らかな場合の退職給付引当金増加見積額（損益計

算書には計上しておりませんが、仮に引き当てた場
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合に計上したであろう退職給付引当金見積額を貸借

対照表に注記しています。） 

     機 会 費 用：国の財産を無償又は減額された使用料により賃借し  

            た場合の本来負担すべき金額等 

 

 

４． 財務情報 

（１）財務諸表の概況 

   ① 経常費用、経常収益、当期総損益、資産、負債、キャッシュ・フロ 

     ーなどの主要な財務データの分析（内容） 

    （経常費用） 

      平成２１年度の経常費用は５３４億２３百万円となっています。 

機構の主たる事務事業（保険事業等）から発生する業務経費は４８ 

９億２百万円です。主たるものは、正規職員や特定業務契約職員等

の人件費１９８億１２百万円、国民年金保険料の納付督励やコール

センターの年金電話相談等の業務委託費１５５億４９百万円、ねん

きん定期便送付の郵便代等の通信費８４億２１百万円です。 

機構の内部事務管理経費である一般管理費は４５億１６百万円 

であり、正規職員等の人件費２１億７１百万円が主なものです。 

 

    （経常収益） 

       平成２１年度の経常収益は７４８億９３百万円となっています。 

内訳は、運営費交付金収益が７４７億８５百万円（期間進行基準に

基づく運営費交付金債務の収益化によるもの）、その他の収入が１億

８百万円であります。 

 

    （当期総利益） 

上記経常損益を計上した結果、平成２１年度の当期総利益は２１

４億７０百万円となっています。これは、年金受給者への標準報酬

月額のお知らせについての相談等が集中しないように２１年度の発

送件数の一部を翌年度発送に変更したことやオンライン記録と紙台

帳の記録との突合せ事業を翌年度から実施することとしたことなど

に伴う業務量の見直しによるもの１４０億７１百万円、入札の実施

による調達コストの低減等によるもの４６億１９百万円、職員欠員

等による人件費の低減によるもの１５億３１百万円が主なものです。 

     なお、当期総利益について、全額国庫納付準備金として整理された
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後、前払費用等厚生労働大臣の承認を受けた金額を控除し、国庫に

納付することになります。 

     

（資産） 

平成２１年度末現在の資産合計は１,５０６億９４百万円となって

います。現金及び預金は４５７億９１百万円となっています。内訳

は、翌期支払予定の未払金・未払費用２０７億３百万円、当期未処

分利益２１４億７０百万円から（長期）前払費用１２億８２百万円

を控除した２０１億８８百万円、被保険者等から一時的に預った保

険料等は４５億９７百万円が主なものです。 

 固定資産は１,０４１億１１百万円となっています。主たるもの 

は国より現物出資された機構本部や年金事務所等の土地、建物です。 

 

    （負債） 

      平成２１年度末現在の負債合計は２６５億９１百万円となってお 

り、業務経費等の未払金１８７億２１百万円が主なものです。 

      なお、厚生労働大臣の認可を受けて、短期借入を行うことは可能 

     でありますが、平成２１年度の借入実績はございません。 

 

    （業務活動によるキャッシュ・フロー） 

      平成２１年度の業務活動によるキャッシュ・フローは４１２億４ 

７百万円となっています。 

 収入の主なものは運営費交付金収入７４８億５百万円です。その

内訳は、機構運営費交付金（国庫財源）４３０億７３百万円及び事

業運営費交付金（保険料財源）３１７億３３百万円となっています。 

支出の主なものは正規職員や有期雇用職員等の人件費支出１７７

億４８百万円、業務経費や一般管理費支払によるその他の業務支出

１５８億８３百万円です。 

 

    （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

      平成２１年度の投資活動によるキャッシュ・フローは△４百万円

となっています。 

これは職員宿舎にかかる敷金・保証金支払にともない発生したも

のです。 
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    （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

         平成２１年度の財務活動によるキャッシュ・フローは△４９百万円 

となっています。 

これはオンラインシステム端末機等ファイナンス・リースにかかる 

リース債務返済にともない発生したものです。 

    

② セグメント事業損益の分析（内容） 

       事業運営費交付金（保険料財源）の事業損益は７４億４５百万円 

となっています。要因は業務量の見直しや入札の実施による調達コ

ストの低減等によるものです。 

      機構運営費交付金（国庫財源）の事業損益は１３９億１８百万円 

となっています。要因は業務量の見直しや職員欠員等による人件費 

の減等によるものです。 

 

表 セグメント別事業損益                    （単位：百万円） 

 

セグメント 

事業運営費交付金 

（保険料財源） 

機構運営費交付金 

（国庫財源） 
共通 合計 

Ⅰ事業

費用 

業務経費 ２４，２８４ ２４，６１８ ‐ ４８，９０２ 

一般管理費 ‐ ４，５１６ ‐ ４，５１６ 

計 ２４，２８４ ２９，１３４ ‐ ５３，４１８ 

財務費用 ４ 1 ‐ ５ 

計 ２４，２８８ ２９，１３５ ‐ ５３，４２３ 

Ⅱ 事業収益     

運営費交付金収益 ３１，７３３ ４３，０５２ ‐ ７４，７８５ 

その他 ‐ ０ １０８ １０８ 

計 ３１，７３３ ４３，０５２ １０８ ７４，８９３ 

Ⅲ 事業損益 ７，４４５ １３，９１８ １０８ ２１，４７０ 

 

 

   ③ セグメント総資産の分析（内容） 

      事業運営費交付金（保険料財源）の総資産は６億１０百万円とな 

     っています。リース資産が主たるものです。 

機構運営費交付金（国庫財源）の総資産は１５億１５百万円とな 

っています。主たるものは、文書保管倉庫等の賃借料の前払費用 

１２億８１百万円、リース資産２億１３百万円です。 
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共通の総資産は１,４８５億６９百万円となっています。国より 

現物出資された資産ならびに本部拠点の現金預金です。 

 

表 セグメント別総資産                      （単位：百万円） 

 

セグメント 

事業運営費交付金 

（保険料財源） 

機構運営費交付金 

（国庫財源） 
共通 合計 

総資産 ６１０ １，５１５ １４８，５６９ １５０，６９４ 

流動資産 ‐ ６４３ ４５，９４０ ４６，５８３ 

固定資産 ６１０ ８７２ １０２，６２９ １０４，１１１ 

 

   ④ 行政サービス実施コスト計算書の分析（内容） 

      平成２１年度の行政サービス実施コストは５７３億３１百万円とな 

っています。内訳は、損益計算書上の経常費用（業務経費・一般管 

理費・財務費用）から自己収入等（経常収益－運営費交付金収益）を 

控除した金額である業務費用５３３億１５百万円、運営費交付金によ 

り財源措置がされているため引当金計上は行っていない引当外賞与見 

積額３７億７６百万円が主たるものです。 

 

（２）施設等投資の状況（重要なもの）                    

    該当ありません。 
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（３）予算・決算の概況                    

  （単位：百万円） 

区  別 予算額 決算額 差額理由 

収入 

 運営費交付金 

 

機構運営費交付金 

 

  事業運営費交付金 

 

 その他の収入 

   

計 

 

 

74,805 

 

43,073 

 

31,733 

 

113 

 

74,918 

 

74,805 

 

43,073 

 

31,733 

 

77 

 

74,883 

 

 

 

 

 

 

 

宿舎収入の減等による。  

 

 

支出 

 業務経費 

 

  保険事業経費 

 

  オンラインシステム経費 

 

    年金相談等経費 

 

   

 

年金記録問題対策経費 

 

  

 

 

一般管理費 

  

       計 

 

52,985 

 

15,511 

 

4,061 

 

12,161 

 

 

 

21,252 

 

 

 

 

21,934  

 

74,918 

 

34,629 

 

12,351 

 

3,950 

 

7,956 

 

 

 

10,373 

 

 

 

 

20,069 

 

54,698 

 

 

 

入札の実施による調達コ

ストの低減等による。 

 

消耗品費等を計画より削

減したことによる。 

 

ねんきん定期便事業の一

部について平成 21 年 12

月以前に既に執行された

ことに伴う業務量の見直

しや入札の実施による調

達コストの低減等による 

 

年金受給者への標準報酬

月額のお知らせの平成

21 年度送付数の減やオ

ンライン記録と紙台帳の

記録との突合せ事業の翌

年度事業開始等に伴う業

務量の見直しによる。 

 

 

職員欠員等による人件費

の減等による。 
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（４）経費削減及び効率化目標との関係 

    機構においては、中期目標期間の最後の事業年度において、平成２２

年度予算を基準年度として、一般管理費（人件費を除く）について、１

２％程度、業務経費（年金記録問題対策経費、年金相談等事業経費及び

特殊要因により増減する経費を除く）については４％程度削減する目標

を掲げており、次年度以降に具体的に取り組むこととしています。 

   

５．事業の説明 

（１）財源構造 

     機構の経常収益は７４８億９３百万円、その内訳は、機構運営費交付 

    金収益（国庫財源）４３０億５２百万円（収益の５７％）、事業運営費交付 

金収益（保険料財源）３１７億３３百万円（収益の４２％）となっており 

ます。これを事業別に区分すると、保険事業では事業運営費交付金収益１ 

５５億１１百万円、オンラインシステム事業では事業運営費交付金収益４ 

０億６１百万円、年金相談等事業では事業運営費交付金収益１２１億６１ 

百万円、年金記録問題対策事業では、機構運営費交付金収益２１２億４９ 

百万円となっています。 

  

（２）事業の種類と内容等 

ア 保険事業 

保険事業は、国民の皆様の国民年金及び厚生年金保険への加入、加入に伴 

う保険料の徴収、老齢・障害・遺族年金の給付等を行っています。事業の

財源は、事業費については事業運営費交付金収益１５５億１１百万円で、

事業に要した費用は１２３億５１百万円となっており、その差額は３１億

６０百万円で、入札の実施による調達コストの低減が図られたこと等によ

るものです。 

 

イ 社会保険オンラインシステム事業 

社会保険オンラインシステム事業は、国民年金及び厚生年金保険の的確

な年金給付等を行うため、記録管理・基礎年金番号管理システム、年金給

付システムの維持管理等を行っています。事業の財源は、事業費について

は事業運営費交付金収益４０億６１百万円で、事業に要した費用は３９億

７８百万円となっており、その差額は８３百万円で、消耗品等を計画より

削減したことによるものです。 
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 ウ 年金相談等対策事業 

   年金相談等対策事業は、年金事務所等での来訪相談やコールセンターで

の年金電話相談等を行うとともに、ねんきん定期便等の事業を行っていま

す。事業の財源は、事業費については事業運営費交付金収益１２１億６１

百万円で、事業に要した費用は７９億５６百万円となっています。その差

額は４２億５百万円で、ねんきん定期便事業の一部が平成２１年１２月以

前に既に執行されたことなどによる業務量の見直しや入札の実施による調

達コストの低減が図られたこと等によるものです。 

 

 

 エ 年金記録問題対策事業 

 年金記録問題対策事業は、国民の皆様の年金加入記録を適正な状態に回

復するため、記録の調査等を行っています。事業の財源は、事業費につい

ては機構運営費交付金収益２１２億４９百万円で、事業に要した費用は９

０億８３百万円となっており、その差額は１２１億６６百万円で、年金受

給者への標準報酬月額のお知らせの２１年度発送件数を見直したことやオ

ンライン記録と紙台帳の記録との突合わせ事業を翌年度から実施すること

としたことなどによる業務量の削減等によるものです。 

 

 

６．年度計画に対する取組状況の概要 

（１）年金記録問題への対応 

   年金記録問題の解決に向けた取組については、機構の最重要課題として

取り組みました。 

   まず、基礎年金番号に統合されていない記録（以下「未統合記録」とい

う。）の解明・統合については、国民の皆様にお送りした「ねんきん特別

便」、「ねんきん定期便」等に関し、ご本人から申出のあった記録の調査

等を進めました。その結果、平成１８年６月に５，０９５万件あった未統

合記録のうち、「既に統合済みの記録」は、平成１９年１２月時点の３１

０万件から平成２２年３月時点においては１，４０３万件に増加し、「統

合済みの記録」「一定の解明がなされた記録」「解明作業が進展中の記録」

を除いた「今後、更に解明を進める記録」は、平成１９年１２月時点の２，

４４５万件から平成２２年３月時点においては９９５万件まで減尐しまし

た。 

   コンピュータ上で管理されている年金記録を正確なものとするため、紙

台帳等で管理されていた記録の内容とコンピュータ記録との突合せを行う
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こととし、そのために必要となる紙台帳検索システム（年金記録情報総合

管理・照合システム）の構築に向け、紙台帳の電子画像化、アプリケーシ

ョンソフトの開発、機器の整備等を進めました。 

   年金額の再計算等の迅速な処理を行うため、事務処理体制の強化を図り

ました。その結果、平成２２年３月末時点で、再裁定の処理期間について

は２.３か月、時効特例給付の処理期間については２.９か月となっていま

す。 

   また、この取組を計画的に進めるため、ねんきん特別便やねんきん定期

便の処理、年金額の再計算に要する期間の短縮等に係る具体的な目標を盛

り込んだ「年金記録問題への対応の実施計画（工程表）」を取りまとめ、

平成２２年３月２９日に公表しました。 

 

（２）国民年金、厚生年金保険等の適用・徴収、年金給付・相談の取組状況 

 

（ア）国民年金の適用促進、保険料納付率の向上 

   国民年金の適用（加入手続き）の促進については、住民基本台帳ネット

ワークシステムにより把握した全ての２０歳到達者について、加入の届出

勧奨を行うとともに、勧奨を行ってもなお届出がなされない場合には、年

金手帳を送付し、第１号被保険者としての資格取得等の手続きを行いまし

た。 

   また、国民年金保険料の収納については、①国民年金保険料の未納期間

（現年度のみ）を有する者に対し、納付勧奨のチラシを同封した 1 か月単

位の分割納付書を送付し、納付督励を実施②保険料の負担能力がありなが

ら、納付義務を果たさない未納者に対し、強制徴収による厳格な対応を実

施（平成２１年度最終催告状送付件数１７，１３１件、督促状送付件数１

０，０６１件、差押件数３，０９２件）③資格取得時における口座振替勧

奨、ダイレクトメールによる勧奨（平成２１年度口座振替勧奨ＤＭ送付件

数１３３万件）等による口座振替の推進④市町村から提供される所得情報

に基づく免除等申請勧奨の実施、に重点的に取り組みました。 

   また、納めやすい環境づくりとして、コンビニエンスストアでの納付、

インターネットや携帯電話などによる電子納付、クレジットカードによる

納付方法について、納付書の裏面への記載や同封リーフレット等により納

付方法の周知を図り、その利用促進に努めました。（平成２１年度のコン

ビニエンスストアでの納付１，１０７万件、インターネットや携帯電話等

の電子納付４２万件、クレジットカードによる納付７８万件） 

  （注）平成２２年３月分の国民年金保険料の納期限は、同年４月末日とな
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っており、平成２１年度の国民年金保険料の納付率については、集計

作業中です。 

 

（イ）厚生年金保険・健康保険・船員保険等の適用促進、徴収対策の推進 

   未適用事業所等の把握及び適用（加入手続き）の促進については、旧社

会保険庁における取組を継続し、①民間委託による適用勧奨②機構職員に

よる重点的な加入指導や認定による加入手続き等を実施しました。 

   これらの取組による実績については、適用促進対策を講じた結果、適用

した事業所数は平成２１年度において３，１３９事業所（平成２０年度 

３，３８１事業所）など、概ね前年度と同程度の水準となっていますが、

年金記録問題への対応を優先したこと等から、中期計画の当面の目標であ

る「社会保険庁における平成１８年度の実績水準」を大きく下回っており、

未適用事業所の解消に向けて、一層の努力を要する状況となっています。

なお、平成２２年３月末現在で、機構が未適用事業所として把握している

事業所数は、１１１,９９０事業所となっています。 

   保険料の徴収対策の推進については、納付期限内の納入を確実なものと

するため、各事業所に対する口座振替による保険料納付の促進や納付期限

内納入の励行指導に努めましたが、厳しい経済状況の下で、口座振替を辞

退する事業所が増加し、平成２１年度末口座振替実施率は前年度の実績を

下回りました。 

   滞納事業所に対する納付指導及び滞納処分については、口座振替不能と

なった事業所に対して電話による納付督励を実施、督促指定期限までに納

付されない事業所には来所通知書による呼出徴収、来所に応じない事業所

については臨場し納付督励を実施するなど確実な徴収と滞納防止に努めま

した。また、長期・大口滞納事業所を含めた納付困難事案等に対しては、

金融機関に預貯金、取引先事業所及び不動産等の財産調査を行い、差押予

告通知等による納付督励に努め、納付計画を示さない事業所に対しては、

差押えの実施による確実な滞納整理に努めました。 

   しかし、厳しい経済情勢の下で滞納事業所数が大幅に増加したこと等か

ら、厚生年金保険の保険料収納率についても、平成２１年度においては９

８.０％となり、平成２０年度実績９８.４％を下回ることとなりました。 

 

（ウ）迅速かつ正確な年金給付の実施 

   年金請求書を受け付けてから年金が決定され、年金証書が請求者に届く

までの標準的な所要日数をサービススタンダードとして設定し、迅速な決

定、年金のお支払いに取り組んでいます。 
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   平成２１年度の達成状況は、老齢基礎・老齢厚生年金、遺族基礎・遺族

厚生年金について、加入状況の再確認を要する場合は６０％後半～８０％

半ばとなっていますが、加入状況の再確認を要しない場合は３０％前半～

４０％後半と低い達成率となっています。また、障害基礎年金は８０％以

上となっていますが、障害厚生年金は１０%と極めて低い達成率にとどまっ

ています。 

   サービススタンダード達成率が低調な原因としては、年金記録問題への

対応を最優先したことによる影響、設立当初の混乱、受給者の増加等が考

えられますが、地域の実情に応じて事務センター等の処理体制の見直しを

行うなど、達成率の改善に向けた取組を進めています。特に、障害厚生年

金について、審査体制強化を進めています。 

 

（エ）年金相談の充実 

   年金相談の充実については、①年金事務所において、昼休み時間帯にお

ける年金相談を実施するとともに、毎週月曜日の窓口開所時間の延長（１

９時まで）及び第２土曜日における年金相談を実施②コールセンターにお

いて、「厚生年金加入記録のお知らせ」の実施による相談の増加に対応す

るため、平成２２年２月１日から、専用ダイヤルを６００席から８００席

へ２００席増席③窓口の混雑状況のホームページでの提供、混雑時の待ち

時間の目安の表示、予約制の導入（３１２年金事務所中１８６事務所（平

成２２年３月末現在））などの実施に取り組みました。 

   これらの取組の結果、年金事務所窓口（３１２か所）における年金相談

については、平均待ち時間（１３時現在）の状況は平成２２年３月現在、

３０分以上１時間未満が１０８事務所、1時間以上が４５事務所と、依然と

してお客様を長時間お待たせしている状況にありますが、待ち時間が１時

間以上となっている事務所数は、１月以降、徐々に減尐してきています。 

   コールセンターの応答率（総呼数に対する応答呼数の割合）は、「ねん

きんダイヤル」４５.８％、「ねんきん定期便専用ダイヤル」が９４.６％

となっています。 

 

（３）お客様の声を反映させる取組 

機構は、「わかりやすい言葉で丁寧に説明する」、「お待たせ時間の短

縮に努める」、「お知らせ文書や届出・申請書類は、できるだけわかりや

すく、読みやすくする」、「迅速な対応により、正しく確実に、できるだ

け早く年金をお届けする」といった具体的な目標を掲げた「お客様へのお

約束１０か条（以下「お約束１０か条」という。）」を策定しました。 
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   機構では、お約束１０か条を実現させるとともに、お客様にとって、身

近で信頼される組織を目指し、お客様の立場に立ったサービスを提供する

ため、①お客様に年金制度に関する専門用語などをできる限りわかりやす

くご説明する際の参考資料として、「わかりやすい言葉置き換え例集」を

作成し、年金相談などにおいて、その活用に努める②お客様向けのお知ら

せ文書や届 出・申請書類を、できるだけわかりやすく、読みやすいもの

とするため、機構内に「文書審査チーム」を立ち上げ、新たにお客様向け

にお送りする文書を中心に、順次、審査・改善を行うとともに、高齢者、

主婦、学生など一般の方から文書を受け取る立場でのご意見を伺うモニタ

ーを公募・委嘱し、「お客様向け文書モニター会議」を設置する③お客様

の声を収集する仕組みとして、各年金事務所等に「ご意見箱」を設置、年

金事務所窓口など現場で受け付けたお客様の声を現場から直接本部に報告

する仕組みの制定、機構ホームページに「理事長へのメール・理事長への

手紙コーナー」を設ける、など幅広くお客様の声の集約・分析などに取り

組みました。 

   平成２２年１月から３月末時点で受け付けたこれらの「お客様の声」の

件数は３，７９２件となっています。これらのご意見を踏まえ、年金額の

再計算の迅速化や待ち時間の短縮化に努めるなど、できるものから順次改

善に取り組みました。 

    

 


